
平成29年度に取り組むべき課題の明確化 資料4-1

第5期科技基本計画に挙げられた課題のうち、「超スマート社会(Society5.0)」の実現を目指し
て、府省連携を中心としたシステムを構成し、複数のシステム間の連携協調につながる課題を優
先的に取り上げる。

この課題に取り組むために、科学技術イノベーション総合戦略2015において再生可能エネルギー
の導入を目的とするシステムとして構成した「地球環境情報プラットフォームの構築」を、
「地球規模課題へ対応し世界の発展へ貢献するための地球環境の観測・予測データを統合した
情報基盤の構築(仮)」
として再定義する。

再定義された「地球環境情報プラットフォームの構築」に必要な、優先して行うべき重点的取組を
抽出する。
●再生可能エネルギーの円滑な導入と安定的な利用の促進
●政府の「気候変動の影響への適応計画」の実施や地方自治体の適応計画策定への貢献
●温室効果ガス排出量の監視と排出削減施策の効果検証への寄与
の３つのバリューを創出するために、エネルギーや防災・減災のシステムと連携協調しつつ、地球規
模の気候変動に対応するシステムを構成する。

環境WG第10回(3/28)で議論する総合戦略2016「地球環境情報プラットフォームの構築」の
文案を科学技術イノベーション推進専門調査会第2回(4/14)に提出する。イノベ専調第3回
(5/12)で総合戦略2016をとりまとめ、5月下旬に閣議決定する予定。
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平成29年度に取り組むべき課題の明確化に関する環境WG第9回での主な指摘と対応
大西議員：地方自治体への気候変動の影響への適応計画の策定支援は、フューチャー・アース構想を活用した省庁横断的
な取組として有効。江守構成員が言及した社会構造のイノベーションとは環境施策の経済・社会活動への貢献などを通して
実現できるだろう。
対応：気候変動の影響への適応を重点的取組とし、経済・社会的課題への取組を強調する。

山地構成員：経済・社会活動には省エネルギーが最も関与する。省エネでは、ヒューマンインターフェース技術（感覚のセンシ
ングや快適性の評価）などの技術が重要。
今村構成員：省エネの社会実装、たとえばZero Emission Buildingなどの実現には、気候変動の予測や適応策の高精
度化が重要。
江守構成員：社会科学・行動科学まで広げた技術開発（省エネサービスなど）が有効である。プロセスやプロダクトのイノベー
ションだけではなく、サービスやビジネスモデルのイノベーションが出てくるようなシステムにすべき。
対応：気候変動予測の省エネルギーへの活用や、ヒューマンインターフェース技術と社会科学・行動科学の技術の開発は、今
後の課題とする。

関根構成員：入口の地球観測と出口の経済・社会課題との間にギャップがある。自然科学データと親和性が高いIoTも含め
た動的な経済・社会データの組み込みを入力の段階から考えていくことが重要。
対応：情報基盤への経済・社会データの統合に言及する。 IoTも含めた動的な経済・社会データの収集・処理は、今後の課
題とする。

沖構成員：社会と経済と環境の三つの持続性を実現すべき。大規模な気候変動緩和策が環境に及ぼす環境影響の評価
が必要。世界の開発から取り残されている（先進国の中にもある）地域や人々に持続可能な開発で貢献することが重要。
対応：環境・経済・社会の統合的向上による持続可能な低炭素社会の実現や、緩和や適応の施策の間のシナジーとトレー
ドオフの評価にも言及する。

高村構成員：生態系サービスは、国土交通省の河川管理や農林水産業と関連が深く、気候変動の生態系への影響や生
態系サービスを用いた適応策を通じて、各省の施策に組み込んでほしい。
対応：気候変動が自然環境や人間社会に与える影響に言及する。生態系サービスの評価と管理は、今後の課題とする。

資料4-1：2 / 4 ページ



太陽光・風
力発電出
力

気候変動

日射・風況

大気(気
象)現象

水循環

温室効果ガ
ス排出量

河川地下水
流量貯留

河川・ダム管
理システム

電力系統調
整

GEOSS

ICSU-
WDS

人口衛星打
上げ運用

最適経路設
定海況海氷分

布

観測センサ
開発

極域観測

温室効
果ガス

海洋観測

地上・航空
観測

同化

蓄積

社会経済情
報収集

検索

インフラ・人
間活動情
報収集

ライフライン・
交通物流

再生可能エネ
ルギーの導入

運輸の省エネル
ギー

温室効果ガス
排出量の算
定・削減

物質収
支

社会経済

防災減災と国
土強靭化

生態系サービス
の評価・管理

農林水産資源
の管理

暑熱や感染症
への対応

生物分布情
報収集

水資源や浄水
の水ビジネス

汚染対策と環
境浄化

生物分布
動態

生物生息・
生育環境

生態系・植
生情報収集

GBIF

IPBES

農地・山林・
漁場適地

収量品質
感染媒介

汚染物質濃
度分布

生態系サー
ビス

社会経済

通信

地球環境情報プラットフォームの関連要素の俯瞰図
総合戦略2015(青線)と2016(仮)(赤線)の構成

地域の適応計
画の策定

GEOBONIPCC

技術

経済・
社会的
価値

枠組み

エネルギー
バリュー
チェーンの
最適化

スマート生
産システム

総合戦
略2015
システム

資源循環と廃
棄物処理

ユーザーサ
ポート

データポリ
シー

メタデータ

災害・被害

生活環境・
安全性

データ処理
モデリング

計算機並列
化処理

機械学習・
AI

GIS地図
化・可視化

予測・推定

モデル高度化
モデル結合

高時空間解像
度

長時間スケール
多アンサンブル
多初期条件

海洋現
象

陸域現
象

気候変動

高度道路
交通

インフラ維持
管理

自然災害
に対する強
靭な社会の
実現

生態系サー
ビス

生物分布

シナジー・ト
レードオフ
(生態系
サービス・緩
和と適応)

環境評価効率
化とリスク管理

生物多様性の
保全と地域戦
略の策定

資料4-1：3 / 4 ページ



「地球環境情報プラットフォームの構築」の平成29年度重点的取組(案)

地球環境の観
測技術の開発と
継続的観測の
推進

■地球環境情報プラットフォームの活用
■気候変動の緩和策と気候変動の影響への適応策を推進するための環境整備
■世界各国における温室効果ガス排出量の監視と排出削減施策の効果検証の支援

2020年までに目指すべき社会実装に向けた主な取組

地球規模課題へ対応し世界の発展へ貢献するための
地球環境の観測・予測データを統合した情報基盤(仮)

気候変動の予
測技術等の高
度化

観測・予測デー
タを統合した情
報基盤の構築
等

気候変動への対
応技術の開発

システムが
創出するバリュー

地球規模の
気候変動
への対応

取組の内容(2020年までの成果目標等)

衛星搭載センサ
の性能向上と衛
星リモートセンシ
ング技術の開発
・降水や雲の分
布を推定するア
ルゴリズムの開発
・風速風向を高
精度に観測する
センサの開発
・大気汚染物質
や水蒸気の計測
センサの開発

北極域研究推
進プロジェクトと
先進的北極域
観測技術の開発
等
・国際連携拠点
整備、国際共同
研究、人材育成
・海氷下観測を
可能とする自律
型無人観測技
術の研究開発

衛星リモートセンシ
ングによる地球観
測データの高次処
理とデータ提供

気候変動観測衛
星の開発と運用
によるエアロゾル、
植生、海色、積
雪の高精度観測

温室効果ガス観
測技術衛星の開
発と運用による二
酸化炭素等やエ
アロゾルの観測

JCM推進のため
のMRV等に関連
する技術の高度
化
・大都市・大規
模排出源単位で
の二酸化炭素等
の排出量把握

気候変動適応・
緩和等の社会
課題に貢献する
アプリケーションの
開発
・リアルタイム河
川・ダム管理シス
テム
・日射量予測ア
プリケーション

高解像度・短時
間の気象・水循
環予測等の共通
基盤技術の開発
・河川流量水位
・日射量

気候変動の中長
期予測の高度化
・全球気候モデル
の高精度化
・水平格子間隔
1㎞の地域気候
モデルの研究開
発
・予測実験による
不確実性の評価

DIASを中核とし
た地球環境情報
プラットフォームの
構築
・DIASを利用し
たアプリケーション
の開発・実装を
促進する情報基
盤の構築

温室効果ガス観
測技術衛星によ
る観測データ定常
処理と提供

政府の「気候
変動の影響へ
の適応計画」
の実施や地方
自治体の適
応計画策定
への貢献

再生可能エネ
ルギーの円滑
な導入と安定
的な利用の促
進

温室効果ガス
排出量の監視
と排出量削減
施策の効果検
証への寄与

フューチャー・アースの枠組みの活用
・研究者コミュニティと社会の様々なステークホルダーとの連携と協働による研究開発の推進

気候変動の影
響への適応計画
に必要な基盤情
報の創出
・気候変動が自
然環境や人間
社会に与える影
響の評価技術の
開発
・適応策の効果
の評価技術の開
発

気候変動とその影
響評価の情報の
収集・発信

気候変動メカニズ
ムの理解に資する
地球システムモデ
ルの改良と拡張


	平成29年度に取り組むべき課題の明確化
	スライド番号 2
	資
	「地球環境情報プラットフォームの構築」の平成29年度重点的取組(案)




